





























令,裁判官少数意見)は全 て裁判所の公式サ イ トで入手可能である (http.//
www.lCJ-Cij.org/)oなお公式文書が末公刊のため,引用は該当パラグラフ番号を用いる｡
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件 .仮保全命令 C.IJ.Recuel1979,p21,par,47,シェノサイド条約適用事件 ･仮保令





























185 国際鞘 去裁判所 ウルクアイ河のパルプI場事件 (仮保全措置命令 2007年 1月23ul
サール,小和Hl,ジンマ.エブラヒム.キース,セプルヴェダ ･アモール,ベヌー
ナ,スコ ト二コフ判事,ピヌエサ特任判 卦 ,'l｡






書面による要請は [-]一方の当事者により行 うことがで きる｣と規定 してお り.被告国
よる請求を排除していない｡なお,実際に被告国が仮保全措置を請求 した事例はないが,
国境紛争事件 (仮保全措置命令1986年)ではブルキナ ･プアソとマ リがともに仮保全措置
を請求 している 7`'(ただ し,本件は特別合意付託であるため,原告 と被告の区別はない)0
(1)仮保全措置請求と本案請求の関連性





















(10) 拙稿 ｢フランスにおける刑事手続事件 (仮保全措置命令 2003年 6月17日)｣岡山大学
法学会雑誌55巻 2号 (2006年)207-211頁｡
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183 匡日常古】法裁判所 ウルグ7イ河のパルプ⊥場刺 牛 (仮保全措置命令 2007年 1月23日)
さて,この点について ICJは,次のように判断 して関連性を認めている√｣すなわち.rl二
域建設と工場稼働に関するウルグアイの権利 (75年協定上の権利)は.裁判所の確定判決















ように (命令49項∴ 従来の裁判例では,権利保全型の仮保封 苦置 (第 1類型)だけではな
く,紛争防止型の仮保全措置 (第2類型)も認められてきたoただし,判例上,第 1類型
と第2類型の関係は必ずしも明らかにされていないr,すなわち.第2類型を第 1類型に付
随するものと捉える立場 (仙随説)と,第 1好招Jiから独立 した形で第2類型を指示し得る
という＼(/▲場 (独立説)が分かれているのである〔)
本件では,ア)i,センチンは付随説を主張 し,第 1請求が棄却された場合.第 1請求から
独立した形で第2請求が認められることはないと主張 した (命令48項)Oこれに対 してウル
クアイは.第2類型の仮保全措置を指示する権限は.ICJ規程41条の内在的な要素として
認められると主張 している(15㌧,
この点で,確かに ICJ の先例上 第2類刑の仮保全措置を指示 した例は多'I見られる
が,ウルグアイが主張したようにLlh＼ これらの事例の中で初めて独立説を認めたのは.国



















































































同 法 (57-1) 180
めには,当事者 (persona),請求 (petlta),請求原因 (causapetendl)の3要素の同一性
が要件とされるため,本件では,請求原因に関して両事件の間に同一性がないと判断され
たものと考えられる｡
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